
事業内容及び対象経費 事業実施主体 交付先 補助率 補助額上限
（１）有機農
業チャレン
ジ支援

有機農業に取り組もうとする慣行栽培農業者や新
規栽培者による、有機栽培の試行的な取組を支
援

（１）有機農業による栽培の試行的栽培技術実証
等の取組に要する経費
（２）先進事例調査等
（３）その他、知事が認める内容

※なお、事業実施期間内において、1事業実施主
体あたり利用できるメニューの回数は以下のとお
りとする
（１）同一取組は３回までとする
（２）１事例につき１回までとする
※また、県外のほ場については、対象から除外す
る

（１）農業者（販売農家）
（２）農事組合法人
（３）農事組合法人以外の農地所有適格法人
（４）特定農業団体
（５）その他、農業者の組織する団体（代表者の定めがあり、かつ組織及
び運営についての規約の定めがある団体とする）

（１）～（５）のいずれかであって、以下の要件を全て満たす者
ア）県内在住または県内に事務所を有すること
イ）過去に有機JAS認証を受けていないこと
ウ）事業実施前年度に環境保全型農業直接支払交付金の取組項目「有
機農業」で交付を受けていないこと（ただし、事業実施初年度に限る）

市町村 1/2以内 300千円

（２）有機農
業レンタル
機械導入
支援

慣行栽培から有機栽培への転換や取組誘導に向
けて、有機農業の産地づくりに取り組む産地協議
会やＪＡ等による、新たに有機農業に取り組む農
業者向けの貸出用機械の導入を支援

（１）農業協同組合
（２）産地協議会
（３）その他知事が認める者・団体等

（１）～（３）のいずれかであって、以下の要件を全て満たす者
ア）県内在住または県内に事務所を有すること
イ）県のアンケート調査や有機ＪＡＳ認証状況に係る調査に協力すること

市町村
又は農
業協同
組合

1/3以内 2,000千円

（２）既存取
得者の規
模拡大支
援

有機ＪＡＳ認証ほ場面積を拡大し、有機農産物の
生産拡大を目指す者に対し、有機ＪＡＳ認証取得
経費の一部を補助
ただし、前年の有機ＪＡＳ認証ほ場全体の面積に
対し、純増する場合に限る

（１）登録認証機関に対して直接支払う認証に係
る手数料等（ただし、振込手数料、郵送料、申請
書式集代、登録認証機関年会費、認証シールは
補助の対象としない）

※なお、県外のほ場については対象から除外す
る

（１）農業者（販売農家）
（２）農事組合法人
（３）農事組合法人以外の農地所有適格法人
（４）特定農業団体
（５）その他、農業者の組織する団体（代表者の定めがあり、かつ組織及
び運営についての規約の定めがある団体とする）
（６）農業協同組合

（１）～（６）のいずれかであって、以下の要件を全て満たす者
ア)県内在住または県内に事務所を有すること
イ）当該年度中に有機ＪＡＳ認証ほ場を以下の面積以上拡大すること
　　・土地利用型作物（米、大豆、麦、そば等）　　３０a以上
　　・園芸作物（露地野菜、果樹等）　　　 　　　 　 １０a以上
　　・園芸作物（施設野菜）　　　　　　　　  　　　　　　３a以上
ウ）認証取得後、少なくとも２年以上は当該面積を維持又は拡大し、認証
継続すること
エ）国際水準ＧＡＰ（美味しまねゴールド等）を事業実施から1年以内に取
得すること（※）
オ）県のアンケート調査や翌年度以降の有機ＪＡＳ認証状況調査に協力
すること

※事業実施主体が（６）の場合にあっては、事業実施計画書様式に記載
する構成員等が国際水準GAP（美味しまねゴールド等）の取得を行うよう
適切に指導を行うものとする。

市町村
又は農
業協同
組合

1/2以内 250千円

（１）有機農
業産地形
成活動支
援

有機JAS認証取得者等が、有機農業の産地づくり
のために必要な取組を支援

（１）有機農業の産地づくりに向けた有機栽培技
術実証等の取組に要する経費
（２）有機農産物の新規販路開拓や取引拡大のた
めの調査・活動経費
（３）先進地調査に係る経費
（４）その他、知事が認める内容

※なお、事業実施期間内において、1事業実施主
体あたり利用できるメニューの回数は以下のとお
りとする
（３）１事例につき１回までとする
※また、県外のほ場については、対象から除外す
る

1/2以内 500千円

（２）有機農
業産地形
成機械等
導入支援

有機JAS認証取得者等が、有機農業の産地づくり
に向けた共同化・分業化等の仕組みを構築する
ために必要な機械等整備を支援

※なお、県外のほ場については、対象から除外す
る

1/3以内

国事業を活
用する場合
は1/6以内

2,000千円

３．有機農
業産地づ
くり支援

市町村
又は農
業協同
組合

（１）農業者（販売農家）
（２）農事組合法人
（３）農事組合法人以外の農地所有適格法人
（４）特定農業団体
（５）その他、農業者の組織する団体（代表者の定めがあり、かつ組織及
び運営についての規約の定めがある団体とする）
（６）農業協同組合

（１）～（６）のいずれかであって、以下の要件を全て満たす者
ア)県内在住または県内に事務所を有すること
イ）「有機農業産地づくり方針と産地の将来像」に位置付けられていること
ウ）事業を実施した翌々年度までに県内ほ場において有機ＪＡＳ認証を取
得すること（※）
エ）国際水準ＧＡＰ（美味しまねゴールド等）を事業実施から１年以内に取
得すること（※）
オ）県のアンケート調査や翌年度以降の有機ＪＡＳ認証状況調査に協力
すること

※事業実施主体が（６）の場合にあっては、産地づくりの対象となる農業
者等が有機ＪＡＳ認証及び国際水準ＧＡＰ（美味しまねゴールド等）の取得
を行うよう適切に指導を行うものとする。

別表

事業区分

２．有機Ｊ
ＡＳ認証
取得支援

（１）新規取
得者支援

新たに有機JAS認証を取得する者に対し、認証取
得経費の一部を補助
ただし、初回に限り国事業の要件に合致しない者
及び国事業に応募し、採択されなかった者に限る
初回を含め最大３回までの利用を限度とする
（初回、国事業を利用した場合は、最大２回まで）
※なお、令和５年４月２４日付け産支第４９号制定
の有機ＪＡＳ認証拡大支援事業を利用した者につ
いては、通算とする

（１）登録認証機関に対して直接支払う認証に係
る手数料等（ただし、振込手数料、郵送料、申請
書式集代、登録認証機関年会費、認証シールは
補助の対象としない）
（２）有機ＪＡＳ講習会の受講料（初回に限る）

※なお、県外のほ場については、対象から除外す
る

（１）農業者（販売農家）
（２）農事組合法人
（３）農事組合法人以外の農地所有適格法人
（４）特定農業団体
（５）その他、農業者の組織する団体（代表者の定めがあり、かつ組織及
び運営についての規約の定めがある団体とする）
（６）農業協同組合

（１）～（６）のいずれかであって、以下の要件を全て満たす者
ア)県内在住または県内に事務所を有すること
イ）過去に有機ＪＡＳ認証審査を受けていないこと
ウ）事業実施年度中に有機ＪＡＳ認証を取得し、かつ認証取得後、少なく
とも２年以上は継続すること
エ）国際水準ＧＡＰ（美味しまねゴールド等）を事業実施から１年以内に取
得すること（※）
オ）県のアンケート調査や翌年度以降の有機ＪＡＳ認証状況調査に協力
すること

※事業実施主体が（６）の場合にあっては、事業実施計画書様式に記載
する構成員等が国際水準ＧＡＰ（美味しまねゴールド等）の取得を行うよう
適切に指導を行うものとする。

市町村
又は農
業協同
組合

初回：定額
2回目以降
1/2以内

初回：500千円
2回目以降
250千円

１．有機農
業チャレン
ジ支援


